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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成21年６月26日に提出いたしました第110期事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

有価証券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告

書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第５　経理の状況

　　２　財務諸表等

　　　　　重要な会計方針

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

第一部　【企業情報】

第５　　【経理の状況】　　　　

　２　　【財務諸表等】

　　　　【重要な会計方針】　　

（訂正前）

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 １ 有価証券の評価基準及び評価方法

(省　略) (省　略)

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 ２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(省　略) (省　略)

３ 固定資産の減価償却の方法 ３ 固定資産の減価償却の方法

(省　略) (省　略)

４　引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　一般債権の貸倒損失に備えるた

　　　　　　　　　　め、貸倒実績率に基づく計算額を

　　　　　　　　　　計上しております。

４　引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失

　　　　　　　　　　に備えるため、一般債権について　

　　　　　　　　　　は貸倒実績率により、貸倒懸念債

　　　　　　　　　　権等特定の債権については個別に　

　　　　　　　　　　回収可能性を検討し、回収不能見

　　　　　　　　　　込額を計上しております。

　　　　　　　　　　（追加情報）

　　　　　　　　　　　従来、債権償却引当金は対象債

　　　　　　　　　　権より直接控除し、その金額を注

　　　　　　　　　　記しておりましたが、当事業年度

　　　　　　　　　　より貸倒引当金に集約しておりま

　　　　　　　　　　す。

　　　　　　　　　　　これにより、従来の方法によっ

　　　　　　　　　　た場合と比較して、当事業年度の　　　　　　　　　　　　

　　

　　　　　　　　　　投資その他の資産における貸倒引　

　　　　　　　　当金及び対象債権がそれぞれ　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

                    7,287万円増加しております。

(後　略) (後　略)
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（訂正後）

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 １ 有価証券の評価基準及び評価方法

(省　略) (省　略)

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 ２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(省　略) (省　略)

３ 固定資産の減価償却の方法 ３ 固定資産の減価償却の方法

(省　略) (省　略)

４　引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　一般債権の貸倒損失に備えるた

　　　　　　　　　　め、貸倒実績率に基づく計算額を

　　　　　　　　　　計上しております。

４　引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失

　　　　　　　　　　に備えるため、一般債権について　

　　　　　　　　　　は貸倒実績率により、貸倒懸念債

　　　　　　　　　　権等特定の債権については個別に　

　　　　　　　　　　回収可能性を検討し、回収不能見

　　　　　　　　　　込額を計上しております。

　　　　　　　　　　（追加情報）

　　　　　　　　　　　従来、債権償却引当金は対象債

　　　　　　　　　　権より直接控除し、その金額を注

　　　　　　　　　　記しておりましたが、当事業年度

　　　　　　　　　　より貸倒引当金に集約しておりま

　　　　　　　　　　す。

　　　　　　　　　　　これにより、従来の方法によっ

　　　　　　　　　　た場合と比較して、当事業年度の　　　　　　　　　　　　

　　

　　　　　　　　　　投資その他の資産における貸倒引　

　　　　　　　　当金及び対象債権がそれぞれ　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

                    7,287百万円増加しております。

(後　略) (後　略)
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